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ステップ５ リスクの見積り 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「ステップ４ 危険性又は有害性の特定」で

特定された危険性又は有害性について、どの

程度労働災害や健康障害が発生しやすいのか

「可能性の度合」、発生した場合にどの程度の

大 きな災 害 や健 康 障 害 になりうるのか「重 篤

度」という観点から、リスクの大きさを見積もりま

す。 

ここでは、リスクの見積りに必要な（１）見積り

の手法、（２）見積り手法の選定、（３）リスクの

優先度の設定 について明確にする必要があ

ります。 

 
（１）見積りの手法 

リスクの見積り手法には、様々な手法があります。指針では、３つの手法を紹介

しています。 
例１： マトリクスを用いた方法 （155 頁） 
例２： 数値化による方法    （156 頁） 
例３： 枝分かれ図を用いた方法 （156 頁） 
 
ただし、これらの手法は代表的な例であり、指針に定める次の事項を満たしてい

る限り、他の手法によっても差し替えないとしています。 
 

【指針９ リスクの見積り】 
危険性又は有害性により発生するおそれのある負傷又は疾病の重篤度及びそれ

らの発生の可能性の度合をそれぞれ考慮して、リスクを見積もるものとする。 
 
また、リスクの見積りは、優先度を定めるために行うものなので、必ずしも数値

化する必要はなく、相対的な分類でも差し支えないとしています。しかし、厚生労

働省が平成 16 年２月に発表した「大規模製造事業場における安全管理等に係る自

主点検」によると、図３－１のように『ランク分け』よりも『点数化』のリスク評

価を実施した方が災害発生率の結果で効果があるとの結果が出されました。 
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図３－１ リスク評価の実施状況による災害発生率の比較 
 

よって、本マニュアルでは、上記のような結果も踏まえ自動車整備業向けにいく

つかの状況（有害な粉じん等長期ばく露による健康障害も含む）に応じたリスクの

見積り手法（85 頁）を作成し、リスクを見積ることとを推奨します。 
 

→ 第４章 ６参照  
 

（２）見積り手法の選定 
「リスク」は、危険性又は有害性による負傷や疾病の可能性の「可能性の度合」

と、それが発生したときの危害の「重篤度」を組み合わせて見積りますが、「可能性

の度合」と「重篤度」の大きさはそれぞれその程度により数段階に区分する必要が

あります。 
例えば、前述の指針で示された数値化の手法（156 頁）では、「重篤度」と「可能

性の度合」をそれぞれ次のように４段階に区分して設定しています。これらのよう

に、リスクの見積りを行う人が、見積りやすいように判定の基準や考え方を分かり

やすく示し、事業場や職場の実態に応じたものとして設定する必要があります。 
 

表３－２ 重篤度の区分例 
重篤度 判定の基準 
致命傷 死亡災害や身体の一部に永久損傷を伴うもの 
重 大 休業災害（１か月以上のもの）、一度に多数の被災者を伴うもの 
中程度 休業災害（１か月未満のもの）、一度に複数の被災者を伴うもの 
軽 度 不休災害やかすり傷程度のもの 

 
表３－３ 可能性の度合の区分例 

可能性の度合 判定の基準 
極めて高い 日常的に長時間行われる作業に伴うもので回避困難なもの 
比較的高い 日常的に行われる作業に伴うもので回避可能なもの 
あ  る 非定常的な作業に伴うもので回避可能なもの 

ほとんどない まれにしか行われない作業に伴うもので回避可能なもの 
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（３）リスクの優先度の設定 
見積もられたリスクの大きさに対し、優先的に対策を行うためのレベル分けを設

定することが必要です。これが「リスクの優先度」です。 
例えば、前述の指針で示された数値化の手法（156 頁）では、リスクの優先度を

３段階にレベル分けし、それぞれ取るべき措置の基準を次のように設定しています。

なお、レベル分けはあまり細かくするのではなく、３～５段階程度にするのが良く、

事業場や職場の実態に応じたものとして設定します。 
 

表３－４ リスクの優先度例 
リスク 優先度 取るべき措置 

30 点以上 高 
・直ちにリスク低減措置を講ずる必要がある。 
・措置を講ずるまで作業停止する必要がある。 
・十分な経営資源を投入する必要がある。 

10～29 点 中 
・速やかにリスク低減措置を講ずる必要がある。 
・措置を講ずるまで使用しないことが望ましい。 
・優先的に経営資源を投入する必要がある。 

10 点未満 低 
 
・必要に応じてリスク低減措置を実施する。 
 

 


